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■ はじめに 

１ アクションプラン （年度別取組計画） 策定の目的 

練馬区の目指す将来像を区⺠と共有するため、平成 30 年６月、グランドデザイン構
想を策定しました。 

グランドデザイン構想に示す将来像の実現に向けた新たな総合計画として、第２次み
どりの風吹くまちビジョン基本計画およびアクションプラン（戦略計画）の素案を同年
12 月に公表しました。 

これを受けて、３か年の具体的な取組と事業費を明らかにする年度別取組計画を策定
します。 

 

２ 第２次ビジョンの体系・計画期間 
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第２次みどりの風吹くまちビジョン アクションプラン 

 

人口は政策・施策決定にあたっての基本的かつ重要な要

素です。  

アクションプランの改定にあたり、区の最近の人口動向を

分析し、その結果に基づき将来人口推計を行いました。 

 

練馬区の人口動向分析 



１ 練馬区の人口の推移 

 （１） 直近の人口動向（平成 21 年～31 年）  

①区の総人口の推移 

総人口は一貫して増加しています。なかでも増加が著しいのは後期高齢者人口となっていま
す。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②年齢構成で見てみると・・・・・ 

総人口を 4 つの年齢区分別の構成比で見てみると、高齢者人口比率（△）、後期高齢者人口
比率（◇）は上昇している一方、年少人口比率（〇）、生産年齢人口比率（□）は一貫して低下
しています。総人口に占める 65 歳以上人口の比率を「高齢化率」と呼びます。下記のグラフ
からも、少子高齢化が確実に進んでいることが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】練馬区「住⺠基本台帳人口」から作成 

【出典】練馬区「住⺠基本台帳人口」から作成 
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■ 区の人口推移（平成21〜31年）※各年１⽉１⽇時点

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳） 前期高齢者人口（65-74歳） 後期高齢者人口（75歳-)

総人口（人）
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■ 年齢四区分⽐率でみた人口推移（平成21〜31年）

□ 生産年齢人口比率（15-64歳）
△ 高齢者人口比率（65歳-）＝「高齢化率」

〇 年少人口比率（0-14歳）

◇ 後期高齢者人口比率（75歳-）
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■ 自然増減(出生数ー死亡数)の推移(平成21〜29年)

出生数 死亡数 自然増減（右軸）

（件）

 ③区の平均年齢の推移 

平成５年に 37.81 歳だった区の平均年齢は平成 30 年には 44.34 歳になり、25 年間で 6.53
歳上昇しました。また、平成 30 年時点で区の平均年齢は 23 区で 10 番目に高くなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（2）人口増加の要因  

人口が増減する要因には、「①自然動態（出生・死亡）によるもの」と「②社会動態（転入・転
出）によるもの」の二つがあります。ここでは、区の人口がどちらの要因で増加しているのかを
見ていきます。 

 
①自然動態の状況 

自然動態とは出生・死亡に伴う人口の動きのことをいい、「出生数−死亡数」で表します。
この値がプラスの場合を「自然増」と、マイナスの場合は「自然減」といいます。 

出生数は概ね 6,000 人前後で推移している一方、死亡数は年々増加しています。これまでは
出生数が死亡数を上回る自然増が続いてきましたが、平成 29 年に練馬区史上初めて自然減に
転じました。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

【出典】東京都福祉保健局「人口動態統計」 

【出典】東京都「住⺠基本台帳による東京都の世帯と人口（平成 30 年 1 ⽉）」 

順位 地域 平均年齢
― 都全体 44.76歳
― 特別区 44.41歳
1 台東区 46.08歳
2 北区 45.99歳
3 葛飾区 45.7歳

10 練馬区 44.34歳

21 港区 42.6歳
22 千代田区 42.42歳
23 中央区 41.9歳

…
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■区の平均年齢の推移（平成5〜30年）
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■社会増減（転入者数ー転出者数）の推移（平成23〜29年）※日本人のみ

転入者数 転出者数 社会増減(右軸)

(件)

②社会動態の状況 

社会動態とは転出・転入に伴う人口の動きのことをいい、「転入者数−転出者数」で表します。
この値が、プラスの場合を「転入超過」もしくは「社会増」と、マイナスの場合は「転出超過」
もしくは「社会減」といいます。 

平成 23 年以降、転入超過が続いており、直近の人口増加は区外からの転入者によってもた
らされていることが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③直近の人口増加の特徴 

平成 26 年以降の人口増加の特徴として挙げられるのが外国人人口の増加です。特に平成 27 年
以降、人口増加数に占める外国人の割合が年々高くなっています。平成 30 年において、区の人
口は 3,954 人増加しました。そのうち外国人が 1,413 人であり、人口増の約 35％を占めていま
す。国の動向を踏まえると、この傾向はしばらく続き、練馬区においても外国人人口の増加が続
くものと予想されます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   【出典】練馬区「住⺠基本台帳人口」 

【出典】総務省「住⺠基本台帳人口移動報告」 
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■ 年間の人口増減数
（⽇本人、外国人別、各年1⽉1⽇時点の人口間で⽐較）

人口増減数（日本人） 人口増減数（外国人）



11.7 11.3 12.1 11.9 8.8 10.3 11.0 8.8 11.7 12.3 

65.7 67.1 66.1 67.9 70.6 68.6 65.9 71.2 66.2 63.9 

22.6 21.6 21.8 20.2 20.6 21.0 23.0 20.1 22.1 23.8 
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■ 年齢三区分⽐率（周辺⾃治体との⽐較）

年少人口比率（0-14歳） 生産年齢人口比率（15-64歳） 高齢者人口比率（65歳-）

２ 練馬区の人口の特徴  

 （１） 周辺自治体との比較 ～年齢構成比でみてみると～ 

練馬区と周辺自治体の人口を、年齢三区分別の構成比率で比較してみます。生産年齢人口比率、
高齢者人口比率は区部全体の比率とほぼ同じですが、年少人口の比率は、12.1%と周辺自治体の
中でも高い点が特徴として挙げられます。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２） 周辺自治体との比較 ～「子育て世帯」が多い～ 

総世帯に占める「15 歳未満世帯員のいる世帯」の比率でみると、16.5%と周辺自治体と比べて
も高い値となっています。練馬区は子育て世帯の多い自治体と言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】東京都「住⺠基本台帳による東京都の世帯と人口（平成 30 年 1 ⽉）」 

【出典】総務省「平成 27 年国勢調査」 
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■ 総世帯に占める15歳未満世帯員のいる世帯の⽐率
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■ ⽇本人の将来推計人口（平成31(2019)年〜平成61(2049)年）

年少人口（0-14） 生産年齢人口(15-64) 前期高齢者人口(65-74) 後期高齢者人口（75-）

10年後 20年後 30年後

総人口（人） 平成42年 724,877人

３ 練馬区の将来推計人口 

今後の区の施策を考えるにあたって、人口の現状分析と合わせて重要となるのが、将来人口の推移
です。区では、平成 31 年 1 ⽉の住⺠基本台帳人口を基準人口とし、人口推計を行いました。 
 

（１）日本人人口の推移 

日本人の人口は、11 年後の平成 42（2030）年頃に約 72 万 5,000 人に達し、その後、減少に
転じます。30 年後の平成 61（2048）年でも 71 万 9,000 人を維持しており、緩やかに減少して
いくことが予測されます。急激な減少ではありませんが、年齢構成が大きく変化していく点には
注意が必要です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）外国人人口の推移 

外国人の人口は、30 年後の平成 61（2048）年に約４万 2,000 人に達し、その後も増加してい
くことが予測されます。ただし、外国人の移動は、国の施策、社会情勢、景気動向、自然災害等
により大きく変動するため推計値が上下にぶれる可能性もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】企画課資料（平成 31 年 1 ⽉推計） 

【出典】企画課資料（平成 31 年 1 ⽉推計） 
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■ 外国人の将来推計人口（平成31(2019)年〜平成61(2049)年）

年少人口（0-14） 生産年齢人口(15-64) 前期高齢者人口(65-74) 後期高齢者人口（75-）

10年後 20年後 30年後

総人口（人）



87,955 88,300 87,484 86,371 85,740 85,876 85,901 

484,957 496,220 497,285 488,567 476,035 469,230 467,388 

73,708 69,849 73,248 87,918 100,219 99,220 90,066 

85,813 92,510 95,193 92,902 95,652 105,335 117,511 

732,433 746,879 753,210 755,758 757,646 759,661 760,866 
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■ 総人口の将来推計人口（平成31(2019)年〜平成61(2049)年）

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口(15-64歳) 前期高齢者人口(65-74歳) 後期高齢者人口(75歳-)

10年後 20年後 30年後

総人口（人）

（３）総人口の推移 

総人口は、30 年後の平成 61（2049）年に約 76 万 1,000 人に達し、その後、減少に転じる見
込です。平成 42 年から減少が見込まれる日本人人口を、外国人人口が補う形で 30 年間増加を続
け、その後は緩やかに減少していくことが予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）総人口の年齢構成比の推移 

 将来推計人口を、4 つの年齢区分別構成比率で見てみると、年少人口比率（〇）、生産年齢人口
比率（□）が低下し、高齢者人口比率（△）、後期高齢者人口比率（◇）の比率が上昇しているこ
とが分かります。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【出典】企画課資料（平成 31 年 1 ⽉推計） 

【出典】企画課資料（平成 31 年 1 ⽉推計） 
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■ 年齢四区分⽐率の将来推移（平成31（2019）年〜平成61（2049）年）

⽣産年齢人口⽐率（15-64歳）
高齢者人口⽐率（65歳-）

後期高齢者人口⽐率（75歳-）

年少人口⽐率（0-14歳）

10年後 20年後 30年後



一般的に「高齢化率」と呼ばれている高齢者人口比率は、30 年後には 27.3%に達し、「4 人に
一人が高齢者」という状況になります。これは、団塊ジュニアの世代が約 14 年後の平成 45（2033）
年頃から 65 歳を迎えはじめ、生産年齢人口から高齢者人口に移行するためです。 

平成 30（2018）年時点では、一人の高齢者を現役世代（生産年齢人口）3 人で支えていました
が、平成 60（2048）年には現役世代２人で一人の高齢者を支えることになります。 

今後は、活力ある地域社会を維持していくためにも、元気で意欲のある高齢者が働き続けるこ
と、積極的に社会参加活動を行うことがより一層求められます。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【出典】企画課資料（平成 31 年 1 ⽉推計） 



■ 年度別取組計画の見方１

【⾒本】

平成31年2月時点の組織名を記載しています。

◆「事業費」欄
✔ 各年度に必要となる事業費を、十万円の位を四捨五入し、百万円単位で

記載しています。
✔ 百万円に満たない事業費については、１百万円としています。
✔ 平成32・33年度事業費については、策定時点で見込まれる金額を計上

しています。平成32・33年度で必要となる事業費は、当該年度の予算
編成時に改めて精査します。

✔ 取組の一部を再掲している部分の事業費は、再掲元の事業に
計上しています。

《凡例》

・「0」 ・・・ 事業計画はありますが、経費を必要としないもの

・「***」 ・・・ 検討・協議の結果に基づき、今後所要の経費を計上していくもの

取組の概要を

紹介しています。

平成31年3月末時点で見込まれる

数値・状況を記載しています。



例2： 事業の一部が新たに年度別取組計画として位置付けた取組の場合

■ 年度別取組計画の見方２

例1： 事業自体が新たに年度別取組計画として位置付けた取組の場合

✔ 新たに追加した取組には「★」マークを付けました。



 

 

施策の柱１ 

 

 子どもたちの笑顔輝くまち 

第２次みどりの風吹くまちビジョン アクションプラン 

 



★

★

★

戦略
計画 1 子育てのかたちを選択できる社会の実現

1　家庭での子育て支援サービスの充実

　親子で遊んだり、保護者同士が交流できる子育てのひろば等を増やします。新たに、憩いの森など
大きなフィールドを活用した外遊び事業を実施します。乳幼児一時預かり事業の利便性を向上する
ため、インターネット予約システムを導入します。ファミリーサポート事業において、軽度障害児の受
入れを開始します。

計26か所 １か所開設 検討 
※1

検討 
※1 １か所開設

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度 計

№ 1 - 1

33年度目標 30年度末の現況

平成31(2019)年度～平成33(2021)年度の取組

①子育てのひろば
　計27か所

②外遊びの事業
　(おひさまぴよぴよ)
　計８か所

③発達に不安のある
　親子のひろば事業
　（のびのびひろば)
　（５か所）

　月２回実施(４か所)
　月１回または２回実施

　　　　　　　　　(１か所)

検討 構築 運用開始 ― 運用開始

検討 開始 充実 実施 実施
④憩いの森などを
　活用した外遊び
　事業の実施

⑤乳幼児一時預かり
　事業

　インターネット予約
　システム運用開始

月１回実施(５か所) 月２回実施(４か所）
月１回または２回実施

　　　　　　　  (１か所)

実施 実施 月２回実施(４か所)
月１回または２回実施

　　　　　　　  (１か所)

計６か所 １か所開設 ― １か所開設 ２か所開設

事業費（百万円） 25 18 22 65

検討 検討 開始 実施 実施

⑥ファミリーサポート
　事業

　軽度障害児受入れ
　実施

事 業 実 施 課 ： こども家庭部　子育て支援課、練馬子ども家庭支援センター

　※１・・・ 32年度以降の取組計画は、ニーズ調査の結果を踏まえ検討します。



①

2　（仮称）練馬こどもｃａｆéの創設　　★

　民間カフェと協働し、子どもが学び、遊ぶ機会や、保護者がリラックスできる環境を提供する「(仮称)
練馬こどもcafé」を創設します。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 1 - 2

事業費（百万円） 3 6 8 17

計

(仮称)練馬こどもcafé
　７か所 検討 ３か所 ２か所 ２か所 ７か所

33年度目標 30年度末の現況

33年度 計

【認可保育所】
計181所

(定員15,660人)
※1

計165所

(定員14,760人)
※１

16所

（定員630人）
※２

検討
※３

検討
※３ 16所

（定員900人）
※２

事 業 実 施 課 ： こども家庭部 こども施策企画課

3　保育所待機児童の解消

(1)保育所の拡充

　幼児教育・保育の無償化による保育需要の増加も見据えて、保育所待機児童の解消を図ります。
①私立認可保育所の誘致を進めます。
②区立保育園の改築に合わせ、定員の拡大を図ります。

年度別の取組計画

31年度 32年度

№ 1 - 3

33年度目標 30年度末の現況

工事(完了)

上石神井第三保育
園の改築による定
員増

実施設計 工事 工事 工事 工事(完了)

②

東大泉保育園の
改築による定員増

工事 工事 ― ―

　※１・・・ 翌年度4⽉1⽇時点の数値

事 業 実 施 課 ： こども家庭部 子育て支援課、保育課、保育計画調整課

事業費（百万円） 2,654 164 164 2,982

　※２・・・ 開設初年度は空きの多い４・５歳児の定員を抑制するため630⼈の定員で開設し、段階的に900⼈に拡⼤していきま
す。

　※３・・・ 32年度以降の取組計画は、ニーズ調査の結果を踏まえ検討します。



(2)安心して保育サービスを利用できる仕組みづくり

　保護者が安心して保育サービスを利用できるようにするため、各保育園の運営状況の「見える化」、

利用者の相談や意見・要望等に対応する仕組みをつくります。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度 計

№ 1 - 4

33年度目標 30年度末の現況

事業費（百万円） 1 *** *** 1

保育サービスを
安心して利用できる

仕組みづくり
検討 検討 実施 ― 実施

計

延長保育
 計150所 計115か所 16か所開始 18か所開始 １か所開始 

※1 35か所開始

事 業 実 施 課 ： こども家庭部 保育計画調整課

(3)多様な保育サービスの充実

　私立認可保育所の新規開設や区立保育園の委託の拡大により、延長保育事業を充実するなど多
様な保育ニーズに対応します。また、保護者からのニーズの増加を踏まえ、病児病後児保育施設を
整備します。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 1 - 5

33年度目標 30年度末の現況

事業費（百万円） 55 35 *** 90

病児・病後児保育
 計８か所 計７か所 １か所開始 ― ― １か所開始

　※１・・・ 33年度の取組計画は、ニーズ調査の結果を踏まえ検討します。

事 業 実 施 課 ： こども家庭部 保育課、保育計画調整課



★

33年度 計

練馬こども園
 計25園 計16園 ３園認定 ３園認定 ３園認定 ９園認定

4　「練馬こども園」の充実

　区独自の幼保一元化の取組として、年間を通して11時間保育を行う私立幼稚園を「練馬こども園」
として認定しています。保護者の就労形態やニーズの多様化に応えるため、31年度から３歳未満の
子どもの保育や預かり時間を短縮した新たな仕組みを設けます。
　区立幼稚園においても11時間保育を行い、「練馬こども園」化を進めます。将来的には保育所につ
いても認定し、練馬区ならではの幼保一元化を目指します。

年度別の取組計画

31年度 32年度

№ 1 - 6

33年度目標 30年度末の現況

事業費（百万円） 19 64 201 284

区立幼稚園３園の練
馬こども園化

検討 検討 検討 実施 実施

事 業 実 施 課 ： こども家庭部 こども施策企画課、教育振興部 学務課

5　教育・保育サービスのあり方の検討　　★

　幼児教育・保育の無償化により、当面は保育需要の増加が見込まれています。一方、将来は確実
に、区の児童人口は減少していきます。子どもの心身の健やかな育成のためには、多様な教育・保
育サービスを選択できる環境づくりや、持続可能なサービスの提供が不可欠です。社会が大きく変
わっていく中で、これからの教育・保育サービスはどうあるべきか、長期的な視点に立って検討しま
す。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 1 - 7

事業費（百万円） 5 0 0 5

計

教育・保育サービスの
あり方の検討・公表

― 検討 公表 ― 検討・公表

33年度目標 30年度末の現況

事 業 実 施 課 ： こども家庭部 こども施策企画課



★

検討 検討

33年度目標 30年度末の現況

6　ＩＣＴを活用した子育て関連サービスの拡充

　マイナポータル
※１

を活用し利便性向上を図るため、保育園入園申請のオンライン手続導入を検討
します。また、乳幼児一時預かり事業の利便性を向上するため、インターネット予約システムを導入し
ます。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 1 - 8

※１「マイナポータル」・・・ 各個⼈がマイナンバーカードによる認証を⾏うことで、パソコンやスマートフォンから利⽤できるインターネット
上の専⽤サイトです。やりとり履歴（情報提供等記録表⽰）やあなたの情報（⾃⼰情報表⽰）、ぴっ
たりサービス（⼦育てに関するサービス検索・オンライン申請）等の機能があります。

※２・・・計画１　事業No.1－1の再掲

事 業 実 施 課 ： こども家庭部 子育て支援課、保育課、練馬子ども家庭支援センター

事業費（百万円） *** *** *** ***

乳幼児一時預かり事

業【再掲】
※２

インターネット予約シ
ステム運用開始

検討 構築 運用開始 ― 運用開始

計

保育園入園
申請のオンライン手続
の導入検討

検討 検討 検討



★

※1・・・ 現在、国ではマイナンバー制度を活⽤し、乳幼児健診等の⺟⼦保健情報を転居時に⾃治体間で引き継ぐ仕組みやマイ
ナポータルで健診情報等を閲覧できる仕組みの検討を進めています。平成32年度中の運⽤開始を予定しており、この動き
を注視しながら、（仮称）⺟⼦健康電⼦システムの構築を進めます。

③発達に不安のある
　親子のひろば事業
　（のびのびひろば)

　（5か所）　【再掲】
※１

　月２回実施(４か所)
　月１回または２回実施

　　　　　　　　　(１か所)

②児童館学童クラブ
　室を活用した子育
　てひろば(にこにこ)
　(17か所)

　相談員の配置
　４か所

①外遊びの事業
　(おひさまぴよぴよ)
　(８か所)

　相談員の配置
　８か所

戦略
計画 2 子どもの成長に合わせた相談サポート体制の充実

平成31(2019)年度～平成33(2021)年度の取組

１　（仮称）母子健康電子システムの構築　　★

　妊娠期から子育て期までの切れ目のないサポートを実現するため、妊婦健診や乳幼児健診の健
診情報等を電子化する「（仮称）母子健康電子システム」を構築します。電子化した情報は、保護者
などが閲覧できるようにします。どの保健相談所でも健診や相談を受けられる仕組みを作ります。

№ 2 - 1 年度別の取組計画

33年度目標 30年度末の現況 31年度 32年度 33年度 計

2　乳幼児親子の身近な相談場所の拡充

　核家族化や地域のつながりの希薄化などにより、子育てに不安や負担を感じたり、孤立感を抱く保

護者が増加傾向にあります。乳幼児を抱える保護者が身近な場所で気軽に子育てに関する相談が

できる環境を整備します。

年度別の取組計画

31年度 32年度

２か所配置 ２か所配置 ４か所配置

計

― ７か所配置 ― １か所配置 ８か所配置

事 業 実 施 課 ： こども家庭部　子育て支援課、練馬子ども家庭支援センター

※1・・・計画１　事業No.1－1の再掲

（仮称）母子健康電子
システムの構築

検討 検討 一部運用開始
※1 運用開始 運用開始

事業費（百万円） 9 *** *** 9

事 業 実 施 課 ： 健康部 健康推進課、保健相談所

事業費（百万円） 4 4 9 17

月１回実施(５か所) 月２回実施(４か所）
月１回または２回実施

　　　　　　　  (１か所)

実施 実施 月２回実施(４か所)
月１回または２回実施

　　　　　　　  (１か所)

― 検討

33年度目標 30年度末の現況 33年度

№ 2 - 2



①

②

①

★②

№ 2 - 3 年度別の取組計画

33年度目標 30年度末の現況 31年度 32年度 33年度 計

妊娠・子育て相談
員による全ての妊
婦との面談・支援
の実施

実施 実施 実施 実施 実施

３　成長発達に関わる相談サポート体制の充実

　妊娠や子育ての不安感や孤立感を軽減するために妊娠期から子育て期までの総合的な支援を充
実します。

妊娠・子育て相談員による、全ての妊婦との面談・支援を実施します。

子どもの成長・発達に不安や悩みを抱える保護者に対し、速やかに相談に応じられるよう、心
理相談員を保健相談所に配置します。

保健相談所への
心理相談員の配置

― ― 配置 配置 配置

事業費（百万円） 28 *** *** 28

事 業 実 施 課 ： 健康部 健康推進課、保健相談所



★

②

★

★

4　新しい児童相談体制の構築

　子どもたちの福祉の向上のためには、区による地域に根差したきめ細かい支援と東京都の広域
的、専門的な支援を適切に組み合わせた新たな仕組みが必要です。都と実務的な協議を重ね、児
童相談所行政を共同して取り組む仕組みを構築します。今後設置される都・区の検討の場には、練
馬区も参加し、積極的に対応していきます。
　また、ショートステイ事業については、施設での実施に加えて家庭での受入を開始します。

① 子ども家庭支援センターによる支援体制の充実

支援体制の強化

心理　５人
保健師　４人
福祉等　15人
非常勤相談員　10
人

増員 ― ― 増員

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度 計

№ 2 - 4

33年度目標 30年度末の現況

都児童相談センターとの連携の強化

都との協議

都と共同で取り組
む仕組みの構築

協議開始 協議 協議
都と共同で取り組む

仕組みの構築
都と共同で取り組む

仕組みの構築

スーパーバイザー
の配置(弁護士・児
童相談所ＯＢ等)

― 配置 ― ― 配置

協力家庭による
ショートステイ事業
の実施

― 検討 開始 実施 実施

事 業 実 施 課 ： こども家庭部　練馬子ども家庭支援センター

事業費（百万円） 21 21 21 63

都児童相談セン
ターからの事案送
致・指導措置委託

協議 開始 実施 実施 実施

都児童相談セン
ターへの区職員派
遣

拡大

課長級
（月２回１人）

一般職員
（通年１人）

課長級
（通年１人）

（月２回１人）

一般職員
（通年１人）

― ―

課長級
（通年１人）

（月２回１人）

一般職員
（通年１人）

要支援家庭を対象
としたショートステ
イ事業
　受入対象年齢
　の拡大

拡大の検討
(対象年齢２‐12歳)

拡大
(対象年齢０‐12歳)

検討 検討 対象年齢拡大



事 業 実 施 課 ： こども家庭部 こども施策企画課

事業費（百万円） 20 20 20 60

計

夏休み居場所づくり事
業の実施
　11校 ８校 11校 11校 11校 11校

33年度目標 30年度末の現況

事 業 実 施 課 ： こども家庭部 こども施策企画課

2　夏休み居場所づくり事業の拡充　　★

　子どもたちの夏休みの安全な居場所の確保を目的とした「夏休み居場所づくり事業」の実施校を拡
大します。学童クラブ運営事業者と学校応援団との連携を深め、ねりっこクラブへの円滑な移行を進
めます。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 3 - 2

事業費（百万円） 1,062 1,445 1,830 4,337

ねりっこクラブの実施
　計33校 計13校 ６校 開始 ７校　開始 ７校　開始 20校　開始

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度 計

戦略
計画 3 すべての小学生を対象に放課後の居場所づくり

平成31(2019)年度～平成33(2021)年度の取組

1　ねりっこクラブの全小学校での実施

　小学校の施設を活用して、「学童クラブ」と「ひろば事業」のそれぞれの機能や特色を維持しながら事
業運営を一体的に行う「ねりっこクラブ」を実施し、すべての小学生に安全かつ充実した放課後や長期
休業中の居場所を提供します。早期の全校実施を目指します。

№ 3 - 1

33年度目標 30年度末の現況



事 業 実 施 課 ： こども家庭部 子育て支援課

事業費（百万円） 0 2 3 5

計

キッズ安心メールの学
校応援団ひろば室へ
の設置
　計20校設置 ― 準備 10校設置 10校設置 20校設置

33年度目標 30年度末の現況

事 業 実 施 課 ： こども家庭部 子育て支援課

4　キッズ安心メールの利用拡大　　★

　現在、ねりっこクラブ、学童クラブ、児童館等で利用されている「キッズ安心メール」を学校応援団ひ
ろば室へも設置します。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 3 - 4

事業費（百万円） 65 *** *** 65

計

運営費助成
　13施設 10施設 ３施設 拡大 拡大 ３施設

33年度目標 30年度末の現況

3　民間学童保育の拡充

　長時間保育の実施、駅前での開設など、多様な区民ニーズに応えるとともに、今後のねりっこクラブ
の担い手の育成のため、新規参入する民間事業者を支援します。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 3 - 3



★

①中学生・高校生
　向け事業を実施

事 業 実 施 課 ： こども家庭部 子育て支援課

事業費（百万円） 0 1 2 3

検討 実施 充実 充実 充実③出前児童館の実施

※１・・・計画２　事業No.2－2の再掲

　小学生の居場所となる「ねりっこクラブ」の拡大に合わせ、児童館等の機能を見直します。
①中学生・高校生向け事業を充実します。
②学童クラブ室を活用した子育てのひろば「にこにこ」へ相談員を配置し、乳幼児と保護者向けの
サービスの充実を図ります。
③地域の子育て関連施設や地域のイベントで出前児童館を開催し、地域における子育て支援の拠点
として区民や地域団体との連携を強化します。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 3 - 5

― 検討 ２か所配置 ２か所配置 ４か所配置

計

実施 充実 充実 充実 充実

║　関連する事業　║

1　児童館の機能の見直し 

33年度目標 30年度末の現況

②児童館学童クラブ
　室を活用した子育
　てひろば(にこにこ)

　(17か所)　【再掲】※1

　相談員の配置
　４か所



　　「練馬区学校ICT環境整備計画」に基づき、教育ICT機器を全校に配備します。電子黒板・教員
用タブレットパソコンを平成31年度に全校配備します。児童生徒用タブレットパソコンの配備に向け
検討を進めます。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度 計

事業費（百万円） 465 324 324 1,113

電子黒板・教員用タブ
レットパソコン
　全校配備

児童生徒用タブレット
パソコンの配備

モデル校での活用
状況の検証

全校配備

―

―

検討

戦略
計画 4 夢や目標を持ち困難を乗り越える力を備えた子どもたちの育成

平成31(2019)年度～平成33(2021)年度の取組

1　教育の質の向上

(1)　ICT環境の整備の推進

№ 4 - 1

33年度目標 30年度末の現況

―

検討

全校配備

検討

計

計37校 31校 30校 ― 61校

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　学務課

(2) 学校図書館の機能強化

　区立小中学校と区立図書館とが連携して、全ての学校図書館の情報化、人的配置などを推進する
ことで、学校図書館の機能を強化します。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 4 - 2

33年度目標 30年度末の現況

学校図書館の情報化
　計98校／98校

事業費（百万円） 242 248 207 697

検討 検討 検討 検討 検討

学校図書館への
人的配置

　支援の充実に向けた
 検討

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　教育指導課、光が丘図書館



①

②

③

④

⑤

★⑥

★⑦

★⑧

計

大泉東小学校
工事（完了）

工事 工事 ― ― 工事(完了)

(3) 小中学校校舎等の改築の推進

　現在、校舎の耐震化等を目的とした改築工事を実施している学校に加え、学校施設管理基本計
画に基づき、概ね年２校ずつ校舎等の改築工事を進めます。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 4 - 3

33年度目標 30年度末の現況

石神井小学校
工事(完了)

工事 工事 工事 工事 工事(完了)

下石神井小学校
工事(完了)

工事 工事 工事 工事 工事(完了)

関町北小学校
工事(一部)

実施設計
実施設計

工事
工事 工事 工事(一部)

大泉西中学校
工事(完了)

工事 工事 工事 工事 工事(完了)

旭丘小学校

旭丘中学校
※１

実施設計

― ― 基本設計 実施設計 実施設計

上石神井北小学
校
工事(一部)

― 基本設計 実施設計
実施設計

工事
工事(一部)

事業費（百万円） 3,545 5,348 4,600 13,493

※１・・・旭丘小学校・旭丘中学校は、施設一体型小中一貫教育校として設置

平成33年度に改築
に着手する学校
(２校程度)
基本設計

― ― ― 基本設計 基本設計

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　学校施設課、教育施策課



(4)　小中学校体育館の空調設備の整備

　小中学校の体育館に空調設備を設置し、教育の場としてはもとより、災害時の避難場所としても良

好な環境となるようにします。概ね７年間で全区立小中学校に設置します。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 4 - 4

事業費（百万円） 892 900 900 2,692

計

設置完了 計43校 計２校 14校 14校 13校 41校

33年度目標 30年度末の現況

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　学校施設課

(5)　小中学校トイレの改修

　児童生徒にとってより快適な環境を整備するため、小中学校のトイレ改修（洋式化）を進めます。平
成29年度までに全小中学校の１系統目の改修を終了しました。２系統目以降のトイレについて整備
を進めます。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 4 - 5

事業費（百万円） 460 594 594 1,648

計

工事完了　計24校 計６校 ６校 ６校 ６校 18校

33年度目標 30年度末の現況

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　学校施設課

(6)　区立学校の適正配置

　今後の児童・生徒数の動向や施設の改築時期、小中一貫教育の取組等を踏まえ、区立学校の適
正配置を進めます。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 4 - 6

事業費（百万円） 1 1 1 3

計

適正配置の推進 検討
新たな基本方針の
策定

適正配置の推進 適正配置の推進 適正配置の推進

33年度目標 30年度末の現況

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　教育施策課



計

７グループ指定 ７グループ指定 ９グループ指定 ９グループ指定 25グループ指定

(7)　小中一貫教育の推進

① 小中一貫教育の推進
　すべての区立小中学校において小中一貫教育を実施しています。義務教育９年間を見通した教
育課程（課題改善カリキュラム）等のもとで、児童・生徒の発達段階に応じた計画的・継続的な教育活
動を行います。小中一貫教育の研究・実践は、小中学校を中学校区を基本にグループ分けして行
います。
② ２校目の小中一貫教育校
　旭丘小学校・旭丘中学校の小中一貫教育校の設置に向けて、引き続き保護者や地域の意見を聞
きながら取り組んでいきます。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 4 - 7

33年度目標 30年度末の現況

①研究発表グループ
　の指定による小中
　一貫教育の研究・
　実践

事業費（百万円） 5 5 5 15

※１・・・設計に伴う経費は、事業No.4－3に計上しています。

調整 調整 調整

基本設計
※１

調整

実施設計
※１

調整

実施設計

②２校目の小中一貫
　教育校の設置に向
　けた調整・実施設計

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　教育指導課、教育施策課

(8)　次期学習指導要領に対応した教員研修の実施

　新たな教育課題や次期学習指導要領に対応した教員の研修を実施します。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 4 - 8

事業費（百万円） 0 0 0 0

計

次期学習指導要領に
対応した研修の実施

検討 実施 実施 実施 実施

33年度目標 30年度末の現況

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　教育指導課



計

部活動の在り方に関
する方針に基づく取組
の実施

検討 方針の策定 実施 実施 実施

(9)　教員の働き方改革　　★

　教員が子どもたちと向き合う時間を確保し、児童生徒一人ひとりに応じた指導を充実するため「練
馬区立学校(園)の教員の働き方改革推進プラン」に基づき、教員の業務改善(働き方改革)を行いま
す。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 4 - 9

33年度目標 30年度末の現況

事業費（百万円） 75 75 75 225

学校徴収金管理シス
テムの運用

構築 運用 運用 運用 運用

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　教育指導課、教育総務課

(10)　英語指導の充実

　学習指導要領の改訂に伴い、平成32年度から小学３・４年生で「外国語活動」が導入されることを
受けて、現在５・６年生の授業で配置しているALT（外国語指導助手）を３・４年生にも配置します。

年度別の取組計画

31年度 32年度

№ 4 - 10

事業費（百万円） 80 140 140 360

33年度 計

小学校３・４年生への
ＡＬＴ配置

検討 準備 配置 ― 配置

33年度目標 30年度末の現況

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　教育指導課



②

学校サポーター登
録制度（人材バン
ク）
 
 登録拡大 個人登録　320人

団体登録　11団体
拡大 拡大 拡大 拡大

33年度 計

地域未来塾

実施　75校 70校 ５校開始 拡大 拡大 ５校開始

2　家庭や地域と連携した教育の推進

(1)　地域と連携した教育活動や体験活動の推進

①地域の多様な人材を活用し、学校の教育活動の充実を図る「学校・地域連携事業」を全校で実施
しています。学習習慣が十分身に付いていない児童・生徒を対象として、放課後の空き教室等で学
習支援を行う「地域未来塾」を、大学生や元教員等の協力により拡大します。
　さらに、地域からのより幅広い協力を得られるよう、教育活動への協力を希望する方を「学校サポー
ター」として登録する人材バンク制度を充実します。
②学校外の体験活動等への参加を児童生徒に促し、体験学習やボランティア活動等に参加できる
機会を拡大します。特に平成31・32年度は東京2020オリンピック・パラリンピック関連活動の参加を集
中的に促進します。

年度別の取組計画

31年度 32年度

①学校・地域連携事業

№ 4 - 11

33年度目標 30年度末の現況

事業費（百万円） 65 86 86 237

学校外の体験学
習やボランティア
活動の参加促進

促進 促進 促進 促進 促進

計

校外学習の実施方法
の見直し・充実

検討 検討 検討 実施 実施

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　教育指導課

(2)　校外学習の見直し・充実　　★

　今後の児童生徒数の減少や少年自然の家の老朽化等を踏まえ、移動教室・臨海学校等の校外学
習の実施方法を見直し、充実を図ります。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 4 - 12

33年度目標 30年度末の現況

事業費（百万円） 0 0 *** 0

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　保健給食課　教育指導課



(3)　学校安全対策の拡充

　これまで、通学路防犯カメラの設置や学校防犯指導員の配置など、子どもたちの安全・安心を守る
取組をしてきました。その取組を踏まえた「練馬区教育委員会学校安全対策指針(平成30年度策
定)」に基づき、関係機関と緊密かつ効果的に連携した学校安全対策を拡充していきます。

年度別の取組計画

31年度 32年度

№ 4 - 13

33年度 計

指針を踏まえた対策
の実施

指針策定 開始 実施 実施 実施

33年度目標 30年度末の現況

事業費（百万円） 18 18 18 54

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　教育総務課



①

★

③

特別な支援を要する
不登校児童・生徒へ
の支援の拡大

適応指導教室の
増設・検証

５校配備 ５校配備 事業検証

33年度 計

3　支援が必要な子どもたちへの取組の充実

(1)　不登校対策の充実　　

　平成29年4月策定の練馬区教育委員会不登校対策方針に基づき、不登校やいじめ等様々な課題

を抱える子どもへのサポート体制の充実を図ります。

①タブレットパソコンを活用した学習支援

　登校はできるが教室に入れない児童・生徒の学習を支援する「タブレットパソコン」の学校への配備

を拡大します。

②適応指導教室事業の充実

　特別な支援を要する不登校児童・生徒を対象とした相談・学習支援を、18歳まで拡大します。ま

た、適用指導教室を関町地域でも実施します。

③ 居場所支援事業の充実

　不登校の子どもたちの生活習慣、学習習慣の形成や社会性の育成をねらいとした居場所支援事

業を石神井地域でも実施します。

年度別の取組計画

31年度 32年度

増設・検証
実施

（学校教育支援
センター）

増設
（関町地域）

― 検証

対象年齢拡大
定員拡大

実施
(小中学生対象)

対象年齢拡大
(18歳まで）

定員拡大 定員拡大

10校配備

事業検証

№ 4 - 14

33年度目標 30年度末の現況

②

５校

タブレットパソコン

を活用した学習支
援

　計15校

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　学校教育支援センター

居場所支援事業
実施場所の拡大

　計２か所
実施

(１か所)

事業費（百万円） 34 42 45 121

検討 増設
（石神井地域）

― 増設



年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

(2)　学習支援事業「中３勉強会」の実施

　経済的な支援を必要とする家庭の中学３年生を対象に、基礎学力の定着を目的とした学習支援を
行います。31年度からは、参加者が自主的に学ぶ力をつけることができるよう、従来の「勉強会」に加
えて、学習支援員を配置した自学自習用の学習室を新たに設けます。

№ 4 - 15

75 75 75 225

計

中３勉強会
(７か所)
　年間80回 年間56回 年間80回 年間80回 年間80回 年間80回

33年度目標 30年度末の現況

事業費（百万円）

33年度 計

「ねりま接続期プログ
ラム」を活用した取組
の実施

プログラムの策定 開始 実施 実施 実施

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　学校教育支援センター

4　小学校就学前からの切れ目のない取組を展開

(1)　幼保小連携の推進

　幼稚園・保育所・小学校が連携して教育・保育の充実に向けて適切な援助・指導を行うため、練馬
区幼保小連携推進協議会で協議を行い、関係機関の交流促進や保護者向けリーフレットの発行、
研修会の実施、接続期プログラムの活用等の様々な取組を実施します。

年度別の取組計画

31年度 32年度

№ 4 - 16

33年度目標 30年度末の現況

事業費（百万円） 2 2 2 6

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　教育施策課



年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

№ 4 - 17

(2)　家庭教育支援事業の実施

　家庭教育に関する悩みを軽減させるため、学校や地域、関係機関と連携し、子育てや教育に関す
る情報の集約や積極的な情報発信を行い、家庭の教育力向上につなげていきます。

事 業 実 施 課 ： 教育振興部　教育施策課

事業費（百万円） 1 1 1 3

計

家庭教育支援事業
の実施

「検討会議」の設置

事業実施に向けた
検討

実施 実施 実施 実施

33年度目標 30年度末の現況



 

 

施策の柱２ 

 

 高齢者が住みなれた地域で 

暮らせるまち 

第２次みどりの風吹くまちビジョン アクションプラン 

 



①

②

★①

★

★

②

★

1　地域包括支援センターの移転・増設

№ 5 - 1

33年度目標 30年度末の現況

事 業 実 施 課 ： 高齢施策担当部 高齢者支援課

― ― １か所移転 ２か所移転 ３か所移転

開設準備
２か所

３か所移転

担当区域見直し

調査の見直し 実施 実施 実施・検証 実施・検証

―
担当区域見直し
（光が丘圏域）

担当区域見直し

訪問支援員による
戸別訪問支援の強
化

実施

新たな高齢者実態
調査の実施

※1・・・

戦略
計画 5 高齢者地域包括ケアシステムの確立

平成31(2019)年度～平成33(2021)年度の取組

年度別の取組計画

31年度 32年度

地域包括ケアシステムの中核を担う地域包括支援センターをより身近で利用しやすい窓口とするた
め、区立施設への移転、センターの増設、担当区域の見直しを行います。

健康長寿シートを活用した新たな高齢者実態調査を実施し、センターによるひとり暮らし高齢者や
高齢者のみ世帯への訪問支援体制の強化に活用します。調査で把握した生活状況や心身の状況
を踏まえて、一人ひとりに合った支援につなげます。

実施 強化

ひとり暮らし高齢者等訪問支援事業の強化

地域包括支援センターの移転・増設・担当区域見直し

強化 強化

33年度 計

事業費（百万円）※1 348 394 419 1,161

計25か所 調整 調整
開設準備

２か所
開設準備

２か所

調整・検討 担当区域見直し
（大泉圏域）

事業費は一部を除き介護保険会計に計上します。



★

№ 5 - 2

33年度目標 30年度末の現況

事業費（百万円）※1

実施

在宅療養ネットワー
ク事業の実施

地域包括支援センター
を中心とした在宅療養
ネットワークの構築

主任ケアマネジャーに
よる地域同行型研修
の実施

　医療と介護が連携した在宅療養ネットワークを構築するため、地域包括支援センターが中心となっ
て、多職種協働による地域ケア会議等を実施するほか、地域の医療・介護事業者等による自主的な
事例検討会の立ち上げを支援します。
　利用者が適切なケアを受けられるよう、各地域の主任ケアマネジャーによる地域同行型研修を実施
するなど、ケアマネジャーの育成・支援に取り組みます。

事 業 実 施 課 ： 高齢施策担当部　高齢者支援課

26 26 26 78

充実

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度 計

充実 充実 充実 充実

充実 充実 充実

※1・・・ 事業費の一部は介護保険会計に計上します。

2　地域ごとの在宅療養ネットワークの構築



①

②

③

3　特別養護老人ホーム等の施設整備・在宅サービスの充実

№ 5 - 3

33年度目標 30年度末の現況

３施設
※１

（177人分）

１施設
（80人分）

７施設※２

（377人分）

２施設は既存施設の増床の計画

　(1)特別養護老人ホーム等の施設の整備

32年度 33年度 計

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、特別養護老人ホームや都市型軽費老人ホーム
などの整備を促進します。

年度別の取組計画

31年度

特別養護老人
ホーム
 計35施設
 (定員2,550人分）

短期入所生活介護
（ショートステイ）
 計40施設
 （定員416人分）

都市型軽費老人
ホーム
 計15施設
 （定員290人）

計35施設※1

（定員366人分）
３施設※1

（13人分）

事 業 実 施 課 ： 高齢施策担当部　高齢社会対策課

３施設
（60人分）

１施設
（20人分）

５施設
（100人分）

計10施設
（定員190人）

１施設
（20人分）

※1・・・
※2・・・

１施設は既存施設の増床の計画

３施設
※１

（27人分）

１施設※1

（10人分）
７施設

※２

（50人分）

計30施設
（定員2,173人分）

３施設※1

（120人分）

1,865事業費（百万円） 486 959 420



①

②

③

　(2)在宅サービスの充実

事 業 実 施 課 ： 高齢施策担当部　介護保険課

計13か所 ― ― １か所 １か所

計２か所
（定員58人分）

２か所
(58人分)

２か所
(58人分)

480

１か所
(29人分)

５か所
(145人分)

４か所
(72人分)

　要介護状態になっても、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられることができるよう、地域生活を
支援するサービスを提供する拠点の整備を進めます。

計

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度

計34か所
（定員581人）

１か所
(18人分)

２か所
(36人分)

１か所
(18人分)

№ 5 - 4

33年度目標 30年度末の現況

グループホーム
 計38か所
 （定員653人分）

看護小規模多機能
型居宅介護
 計７か所
 （203人分）

定期巡回・随時対
応型訪問介護看護
 計14か所

事業費（百万円） 7 293 180



　(3)高齢者在宅生活あんしん事業

　(4)住まい確保支援事業の実施　★

年間1,500人 年間2,100人

事業費（百万円）

事 業 実 施 課 ： 高齢施策担当部　高齢者支援課

年度別の取組計画

1 3

31年度 32年度 計

住まい確保支援事業
の実施

検討 開始 実施

年間2,100人

№ 5 - 5

利用者

年度別の取組計画

 年間2,100人 年間1,700人 年間1,900人

36 44 49 129

　高齢者や障害者・ひとり親家庭が民間賃貸住宅に円滑に入居できるよう、不動産団体と連携して、
入居相談、物件情報提供を行う住まい確保支援事業を実施します。実施にあたっては、不動産、福祉
等関係団体との協議の場として「居住支援協議会」を設置し、事業の充実について継続的に協議して
いきます。

33年度

№ 5 - 6

実施 実施

31年度 32年度 33年度 計33年度目標 30年度末の現況

　ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯の在宅生活を支援するため、見守り事業や配食サービスと緊
急時の自宅への駆けつけサービスを一体的に提供する「高齢者在宅生活あんしん事業」を実施しま
す。

33年度目標 30年度末の現況

事 業 実 施 課 ： 都市整備部　住宅課
高齢施策担当部　高齢者支援課

居住支援協議会の
設置

調整 設置 ― ― 設置

事業費（百万円） 1 1



①

②

③

★

介護人材の確保支援

介護人材の育成支援

開始 実施 実施

対象施設
の拡大

練馬介護人材育
成・研修センター
研修・人材確保・相
談支援の利用者
 年間 3,500人

年間 210人

年間3,500人 年間3,500人

― 実施

47 47 141

事例紹介セミナー
の開催

日本語研修の
モデル実施

実施

　(5)介護人材の確保・育成・定着に向けて

　区内で必要とされる介護人材の安定的な確保・育成・定着につなげられるよう、事業者の採用支援
や介護従事者の資格取得助成などを引き続き行います。
　また、平成30年度に実施した福祉人材実態調査の結果を踏まえ、日常の介護サービス内容の記録
業務に用いるＩＣＴ機器等の導入支援を新たに行います。

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度 計

№ 5 - 7

33年度目標 30年度末の現況

ＩＣＴ機器等の導入
支援

介護人材の定着支援

外国人介護職員向
け支援

区独自の介護従事
者養成研修の修了
者
 年間 210人 年間 210人

資格助成の利用者
 年間 300人

実施 実施

年間 210人年間 210人

元気高齢者による
介護施設業務補助

事業　【再掲】※1
―

年間 300人 年間 300人年間 260人 年間 300人

実施
対象施設
の拡大

―

事業費（百万円） 47

事 業 実 施 課 ： 高齢施策担当部　高齢社会対策課

年間3,410人 年間3,500人 年間3,500人

年間 210人

年間 300人

計画６　事業No.6－2の再掲※1・・・



※2・・・ 事業費は介護保険会計に計上します。

事 業 実 施 課 ： 高齢施策担当部　高齢者支援課

年度別の取組計画

31年度 32年度 33年度 計33年度目標 30年度末の現況

№ 5 - 8

事業費（百万円）※2 1 1 1 3

「N-impro」を活用した
認知症対応研修・体験
会の実施

モデル事業実施・
検証
ニンプロ講師の
養成

実施 実施 実施 実施

4　コンビニと協働した地域の見守り体制の強化　★

　認知症高齢者の見守り体制を強化するため、区内のコンビニエンスストアの従業員や区民等を対象

に、「N-impro（ニンプロ）※1」を活用した認知症対応研修やニンプロ体験会を実施します。

区の協働プロジェクトで開発された、コンビニエンスストアの店⻑や店員の⽴場になり、認知症の⽅と接するときの対応について
考えるカードゲーム形式の研修プログラムです。

※1・・・




